
様式第3号 (第 2条関係)(表面) (日 本産業規格A列4)

障 害 者 任 状 況 通 報 書
絡 閣 寡 日南町国民健康保険日南病院 令和  8 年 3月 I 日 現在
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様式第3号 (裏面)
〔注意〕
1 二以上の障害を有する者については、いずれか―の障害のみについて記載すること。
2 ①欄には、当該機関に常時勤務する職員の数を記裁すること。
3 ①a欄、②d欄、③g欄並びに④(わ、(口 )、 (卜 )、 (チ)及び(ア )欄は、短時間勤務職員を除くこと。
3-2 ①b欄、②e輛、⑥h欄並びに④(′→、(二 )、 (り )、 (ヌ )及び(か欄は、障害者の雇用の促進等に関する法律第69条に規定する特定短時間勤務職員を除くこと.
4 ②欄には、[参考1]に掲げる職種に属する職員の数を記載すること。
5 ⑥欄には、[参考2]に掲げる職種に属する職員の数を記載すること。
6 ④欄の( )内には内数として、本年6月 1日以前1年間に新規に雇い入れた者の数を記載すること。
7 ⑤欄には、直近に提出した障害者イと免状況通報書の③欄「適用される除外率」に記載した数を記載すること。合併により新たに生じた機関あるいは合併等により新たに通報義務が
生じた機関においては、⑤欄は記入せず、A欄、Bの⑥欄から@本開まで及びC欄を記入すること。
8 ⑥欄には、当該年度の6月 1日時点における基準割合を記載するものであること。
9 ⑥欄には、小数点以下第1位を切り捨てた数を記載すること。
10 0欄には、[参考3]に従い、基準害」合(③ )に応じた除外率の数字を記入すること。基準割合が35%未満であるときは0とすること。
1l ⑥オ開には、⑤欄の数と⑦欄の数の差が10以上となるときは⑦欄の数を、10以上とならないときは⑤欄の数を記裁すること(合併等により⑤桐に記入しなかった機関においては、⑦4閑
の数を記裁すること。)。 ただし、⑤禰の数が5以上となり、かつ、①欄の数が0となるときは①の欄の数を記載すること。
12 ⑨欄には、職員の数(① c)から除外職員数(②O及び除外率相当職員数((① c―②う×⑥。1人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数)を控除した数を記載すること。
13 ①c欄、②f欄、③i欄、①(へ )、 (フ)及び(夕)欄並びに⑩欄には、小数点以下第1位まで記栽すること。
14 ⑪欄には、小数点以下第3位を四捨五入した数を記載すること。
15 ②欄には、⑩欄の数を⑨欄の数に法定雇用率を乗じて得た数(その数に1人未満の端数があるとき1よ、その端数を切り捨てた数)力ち控除した数を記載すること(小数点以下第1位
まで記裁すること。)。 ただし、その数が0を下回る場合は、0を記載すること。

の促進等

[参考3]障害者の雇用
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95%以上
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〇警察官 O皇宮護衛官
校の生徒 O刑務官及び
防支員及び消防団員

O自衛官、防衛大学校及び防衛医科大学校の学生(防衛省設置法(昭和29年法律第164号 )第 16条第1項第3号の教育Vi練を受けている者を除く。)並びに陸上自衛隊高等工科学
入国警備官 O密輸出入の取締りを職務とする者 O麻薬取締官及び麻薬取締員 〇海上保安官、海上保安官補並びに海上保安大学校及び海上保安学校の学生及び生徒 ○消

O国家公務員法(昭和22年法律第120号)第2粂第3項第2号から第11号までに掲げる職員 (同項第9号に掲げる職員については、就任について国会の両院又は一院の議決又は同意によることを必要とする職
員に限る。)及び船員である職員 O裁判官、検察官、大学及び高等専門学校の教育職員並びに地方公務員法(昭 r日 25年法律第261号 )第 3条第3項第1号に掲げる職 (就任について地方公共団体の議会の
識決又は同意によることを必要とする職に限る。)及び第4号に掲げる職に属する職員 O国会の衛視 ○法廷の警備を職務とする者 O漁業監督官及び漁業監督吏員並びに森林警禁を職務とする者 O航
空交通管制官 O医師及び歯科医師並びに保健師、助産師、看護師及び准者護師 〇幼稚園、小学校、特別支援学校(専ら視覚障害者に対する教育を行うものを除く。)及び幼保連携型認定こ発 園の教育
職員 ○児童福祉施設(幼保連携型認定こども園を除く。)において児童の介護、教護又は養育を職務とする者 〇動物検疫所の家畜防疫官及び猛獣猛きん又は種雄牛馬の飼養管理を職務とする者 〇航空
機への搭乗を職務とする者 O鉄道車両、軌道車両、索道搬器又は自動車(旅客運送事業用バス、大型トランク及びブルドーザー、ロードローラーその他の特殊作業用自動車に限る。)の運転に従事する者
O鉄道又は軌道の軽てつ、連結、操車、保線又は踏切保安その他の運行保安の作業を職務とする者 Oとび作業、トンネル内の作業、いかだ流し、潜水その他高所、地下、水上又は水中における作業を職務
とする者 〇伐木、岩石の切出しその他不安定な場所において重量物を取り扱う作業を職務とする者 ○建設用重機械の操作、起重機の運転叉は玉掛けの作業を職務とする者 ○多量の高熱物体を取り扱う
作業を職務とする者
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